
「令和３年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」活用事業における効果検証

(注1)事業費の金額は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実績報告に記載した金額 (注2）事業評価は、「非常に効果的であった」「効果的であった」「あまり効果的でなかった」から選択

事業評価(注2) 左記の評価をした理由

1
中小企業事業者等感
染症対策事業

ガイドライン等に沿った新型コロナウイルス感染症対策を行う区内中
小企業者・個人事業主に対する感染防止対策費用の一部補助を実
施し、安全安心な事業運営を支援します。

54,193,000 54,193,000 補助事業者数　1,000件 補助事業者数　682件 効果的であった
2年度実施時より対象要件を拡充し、度重なる緊急事態宣言
等の発令に対応すべく、予算措置を講じながら、予定された期
間中全ての申請受付をすることができた。

生活産業課

2
中小企業事業者等支
援事業

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う国・都の支援制度への
申請手続きについて､個人事業者等を支援するため、東京都行政書
士会豊島支部を窓口として行政書士が申請書類の作成等を請負っ
た場合に、経費の一部を負担する補助事業を実施します。

83,475,000 83,475,000 補助件数　800件 補助実績3,659件
非常に効果的で
あった

国・都の支援制度が繰り返し開始されたが、その都度要支援
者に対して支援することができた。

生活産業課

3
中小企業事業者等に
対する金融支援（信用
保証料）

中小企業者の経営安定化のための緊急融資「新型コロナウイルス
感染症対策緊急資金」を創設し、同緊急資金の貸し付けを受けた事
業者に対して、区は信用保証料の全額補助を行います。

69,664,802 69,664,802 補助件数　960件 補助件数　532件 効果的であった
初年度に比べ資金繰り需要の低下から成果目標には達しな
かったものの、コロナ禍の打撃を受ける事業者に対して迅速に
支援することができた。

生活産業課

4
コロナ禍における子育
て家庭支援事業

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、子育て家庭への経
済的な支援の必要性が高まっているため、国の特別定額給付金や
東京都の出産応援事業の対象外となった子どものいる家庭に、子ど
も一人あたり10万円の区内共通商品券（デジタルまたは紙商品券）
を支給します。

130,966,696 111,881,884

支給対象児（1,303人）全員分の商品券利用
（100％）
※デジタル商品券利用登録及び紙商品券
受領の確認をもって利用と見なす。

利用率99.5％（1,297人分利用） 効果的であった

現金給付ではないものの、1円単位でのスマホ決済可能なデ
ジタル商品券としたことで、利便性を確保した。また、区内商店
街の共通商品券としたことで、子育て家庭への支援に加え地
域経済活性化にも資する事業となった。

子育て支援課

5
遠隔・オンライン学習の
環境整備・GIGAスクー
ル構想への支援事業

コロナ禍において、児童・生徒一人一台タブレットパソコンの配備によ
る学習環境を維持し、児童生徒と同じパソコン環境での円滑な授業
の実施を支援するため、教員に対し一人一台のタブレットパソコンの
配付を図ります。また、パソコンを活用した学習に必要な機材を購入
します。

115,049,524 115,049,524
遠隔学習の実現に向けて、タブレットＰＣの
確保、通信環境の整備を行い、全ての児童
生徒にオンライン学習環境を維持する

500台のタブレットＰＣを整備して児童・
生徒に配付し一人１台の環境を維持し
た。また、教員に向けて、タブレットPC・
701台の配付及びドッキングステーショ
ン・422台を配付し遠隔学習等の環境を
確保した

非常に効果的で
あった

令和3年9月の新型コロナウイルスの感染拡大時においても、
児童・生徒の一人１台の環境に加えて教員の利用も進み、オ
ンライン学習の環境が整っていたため、概ね授業の継続を実
現できた。

庶務課

6
学校保健特別対策事
業費補助金

小・中学校における新型コロナウイルス感染症対策を徹底するた
め、新型コロナウイルス感染症対策に係る衛生用品等を購入しま
す。

34,336,671 17,168,671
校内での新型コロナウイルス感染拡大の抑
制と子どもたちの学習の場の維持（学校閉
鎖０）

学校閉鎖０
非常に効果的で
あった

校内での新型コロナウイルス感染拡大の抑制と子どもたちの
学習の場の維持に資することができ、年度内に学校閉鎖に
至った学校はなかった。

学務課

施設内でのクラスター発生件数 0件
※対象施設：としま産業振興プラザ（イケビ
ズ）

施設内でのクラスター発生件数 0件
非常に効果的で
あった

・区対策本部の決定に基づき、開設時間の短縮や休館を実施
した。
・施設内に消毒液配布、清掃重点化・抗菌コーティング実施・
飛沫防止パネル配置等を実施した。
結果、クラスターは発生していない。

生活産業課

施設内でのクラスター発生件数 0件
※対象施設：としま区民センター、舞台芸術
交流センター、芸術文化劇場

施設内でのクラスター発生件数 1件 効果的であった
区対策本部の決定に基づき、サービスの休止や制限を行い、
施設内でのクラスターの発生を抑えることができた。発生した
施設も１施設のみである。

文化デザイン課

施設内でのクラスター発生件数 0件
※対象施設：巣鴨体育館、池袋スポーツセ
ンター、総合体育場、三芳グランド、南長崎
中央公園スポーツセンター

施設内でのクラスター発生件数 0件
非常に効果的で
あった

スポーツ庁の「社会体育施設の再開に向けた感染拡大予防ガ
イドライン」を踏まえた新型コロナウイルス感染防止対策を徹
底し、施設内でのクラスター発生を未然に防ぐことができた。

学習・スポーツ課

施設内でのクラスター発生件数　0件
※対象施設：自転車駐車場

施設内でのクラスター発生件数 0件
非常に効果的で
あった

必要な感染症対策の実施に加え、在宅勤務の普及等の社会
情勢の変化により自転車駐車場利用が控えられたため、施設
内でのクラスター発生を未然に防ぐことができた。

土木管理課

施設内でのクラスター発生件数　0件
※対象施設：目白庭園

施設内におけるクラスター 0件（業務継
続が困難な事態は発生していない）

非常に効果的で
あった

検温器にて職員の毎朝の検温の実施や赤鳥庵利用者の検温
を実施したこと、また受付窓口と長屋門に飛沫防止用ビニール
カーテンを設置したことや、来園者が利用する度に、筆記用具
や釣銭トレイといった小物類から便座や洗面台といった設備ま
で消毒液にてこまめに消毒を実施した。今年度はさらに赤鳥庵
玄関に自動検温器付消毒液噴霧器を設置し、更なる検温実
施、消毒の依頼の徹底を図るなど新型コロナウイルス感染防
止に徹底して取り組んだことで、業務継続ができない事態は発
生していない。

公園緑地課

所管課

効果検証実施
計画
NO

事業名 事業概要
事業費（注1）
（単位：円）

地方創生臨時
交付金充当額
（単位：円）

成果目標
※可能な限り定量的指標を設定

成果目標に対する実績値

7
公共施設（指定管理者
施設）に係る協力金

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、区からの要請によ
り、施設開館時間短縮や予約キャンセルに対する利用料金還付等を
行った指定管理者に対し、今後の新型コロナウイルス感染症対策の
経費や雇用の維持など、円滑な運営等を行うことを目的に、協力金
を支給します。

167,757,877 167,757,877

1



(注1)事業費の金額は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実績報告に記載した金額 (注2）事業評価は、「非常に効果的であった」「効果的であった」「あまり効果的でなかった」から選択

事業評価(注2) 左記の評価をした理由
所管課

効果検証実施
計画
NO

事業名 事業概要
事業費（注1）
（単位：円）

地方創生臨時
交付金充当額
（単位：円）

成果目標
※可能な限り定量的指標を設定

成果目標に対する実績値

8
商店街プレミアム付地
域商品券発行事業

新型コロナウイルス感染症の影響により冷え込んだ区内の消費を活
性化することで、商店街事業者を支援するため、プレミアム付き区内
共通商品券事業を実施します。

153,745,875 113,159,687
・地域商品券１１商店街で発行
・電子プレミアム付き区内共通商品券の完
売

・地域商品券を１１事業（14商店街）で発
行
・電子プレミアム付き区内共通商品券も
完売した。

非常に効果的で
あった

商店街の売り上げに貢献し商品券利用者にも喜ばれ、商店街
が活性化した。

生活産業課

9
介護サービス事業者に
おけるＰＣＲ検査実施
事業

新型コロナウイルスによる感染が発生した際、行政検査の対象とな
らない職員や利用者等に対し新型コロナウイルスに係るPCR検査を
実施する場合、また、平常時に予防を目的として事業者がPCR検査
を実施した際の費用を助成します。

13,749,256 9,805,555 施設内でのクラスター発生件数　0件 施設でのクラスター発生件数　13件 効果的であった

施設内での陽性者発生時や平常時に、行政検査の対象となら
ない利用者や職員がPCR検査等を受検できる体制を整えるこ
とで、第6波による新型コロナウイルス感染拡大が顕著であっ
た時期にも事業所内での感染拡大を一定程度抑制することが
できた。

介護保険課

822,938,701 742,156,000合　　計
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